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消費者政策の学び
～ 食品の選択・消費を通して、よりよい食生活と社会へ ～

図で見て分かる

消 費 者 庁 消 費 者 政 策 課

平成31年３月作成

消費者ホットライン１８８
イメージキャラクター イヤヤン
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本資料を利用する皆様へ
私たちは、毎日、食事のたびに、食品の選択・消

費を繰り返しています。毎日の食事は健康に欠かせ
ないものです。そのための食品の選択・消費は、経
済活動であり、生産、加工、流通、販売など社会の
営みとしての様々な活動に支えられています。

本資料は、よりよい食生活、よりよい社会に向け
て考え、実践する際に、その基盤となる消費者政策
とは何か、その概要について知る手掛かりとして利
用いただけるよう、作成したものです。

これまで消費者政策を身近に感じる機会がなかっ
た方々にも分かりやすいように、消費者政策の目指
す方向や基本的な事項について、図を中心に、整理
を行いました。年次による状況の違いを捉える場合
は、消費者庁が設置された2009年の状況も分かる
ように配慮しました。

消費者一人一人の適切な消費行動は、よりよい社
会づくりへの一歩となります。消費者政策を担う消
費者庁は、そうした一歩一歩に寄り添い、消費者の
皆様と共に、消費者政策を考え、取り組んでいきま
す。

目 次
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－PIO-NETにみる消費生活相談状況
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６ 食品に関する消費者教育の推進 －食育の推進
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国民の消費生活の安定及び向上

消費者の利益の擁護及び増進 消費者の自立・共助

自主的で合理的な選択
の機会の確保

必要な情報・教育の機会
の提供

消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことのできる社会の実現

消費者政策の推進

①消費者の安全
の確保

②表示の充実と
信頼の確保

③適正な取引の
実現

消費者基本計画に基づき様々な施策を推進

ＳＤＧｓ
の推進

関係府省庁
との協働

消費者政策の推進は、消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことができる社会の実現に向け、国民の消
費生活の安定及び向上を確保することを目的としています。国民の消費生活における基本的需要が満たされ、その健
全な生活環境が確保される中で、消費者の利益の擁護及び増進を図り、消費者の自立･共助を通して消費者自らが積
極的に参画する公正で持続可能な社会づくりが進むよう、自主的で合理的な選択の機会の確保、被害の発生・拡大の
防止、必要な情報・教育の機会の提供に取り組んでいます。

具体的には、消費者基本法の規定に基づき策定された消費者基本計画の下、関係府省庁との協働により、①～⑥を
柱として様々な施策を推進しています。これらの施策は、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に資することにも配
慮し実施しています。

図表１ 消費者政策の推進（概要）
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消費者基本法（消費者政策の基本となる事項を定めた法律）

被害の発生・拡大の
防止

④消費者が主役と
なって選択・行動
できる社会の形成

⑤消費者の被害救済、
利益保護の枠組み
の整備

⑥国や地方の消費者
行政の体制整備



基本計画は閣議決定。計画期間は５年。
＊第１期が2005-2009年度。現行計画は第
３期（2015-2019年度）。

政策の基盤① －消費者基本法と消費者基本計画２
消費者基本法は、「消費者の権利の尊重」と「消費者の自立支援」を基本理念とした、消費者政策の基本となる事

項を定めた法律です。2004年に「消費者保護基本法」（昭和43年法律第78号）が改正され、「消費者基本法」とな
りました。

消費者基本計画は、消費者基本法第９条の規定に基づき、長期的に講ずべき消費者政策の大綱及び消費者政策の計
画的な推進を図るために必要な事項について定めた計画です。

図表２ 消費者基本法と消費者基本計画

政府が一体となって消費者政策を計画的に推進

会長：内閣総理大臣
委員：全閣僚及び公正取
引委員会委員長
（会議の庶務：消費者庁
消費者政策課）各種施策の推進、

実 施 状 況 の 検
証・評価、監視

政策を計画的に
推進

毎年、工程表の改定を行う
中で、進捗状況を確認、必
要に応じて見直し

政府は消費者基本
計画を策定

内閣府に消費者政策会議を設置消費者基本法

５年間の取組予定を明確化
施策ごとに指標(KPI)を具体化

消費者基本計画工程表

消費者基本計画

計画の案を作成

消費者政策会議

実施

検証・評価

見直し

施策を効果的に
実施

消費者を取り巻
く環境の変化に
適切に対応

消費者
委員会の
意見聴取

関係府省庁
との協働

４

政府が一体
となって推進
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 第３期消費者基本計画の主な内容

❶ 消費者の安全の
確保

❷ 表示の充実と信
頼の確保

❸ 適正な取引の実現 ❹ 消費者が主役と
なって選択・行動
できる社会の形成

❺ 消費者の被害救
済、利益保護の
枠組みの整備

❻ 消費者行政の体
制整備

(1)事故の未然防止
・危険な物質・商品
の情報提供、販売
規制

(2)事故等の情報収集
と発生・拡大防止

・事業者からの情報、
子供・高齢者の事
故情報等の収集強
化と適切な注意喚
起

(3)原因究明調査と再
発防止

・消費者安全調査委
員会の体制強化

(4)食品の安全性の確
保

・製造工程管理等の
的確な運用・取組
の拡大

・食品と放射性物質
に関する正確な情
報提供

（1)景品表示法の普
及啓発・厳正な運
用

・事業者への普及啓
発による法令遵守
の徹底

・課徴金制度の活用
など厳正な執行

(2) 商品・サービス
に応じた表示の普
及・改善

・家庭用品、住宅、
美容医療等の表示
ルールの整備運用

(3)食品表示による適
正な情報提供・関
係法令の厳正な運
用

・食品表示一元化の
着実な実施

・新たに施行する機
能性表示の理解増
進、更なる検討

(1)横断的な法令の厳正な
執行、見直し

・特定商取引法、消費者
契約法の見直し

・成年後見制度の活用に
よる高齢者・障害者の
権利擁護

(2)商品・サービスに応じ
た取引の適正化

・電気通信事業法の改正
・割賦販売法の改正の検
討

・商品先物の不招請勧誘
による被害防止の取組
の徹底

・高齢者向け住まいの届
出促進、前払金等の在
り方検討

(3)情報通信技術の進展に
対応した取引の適正化

(4)犯罪の未然防止・取締
り

・特殊詐欺等の取締り強
化

(5)規格・計量の適正化

(1)政策の透明性確保
と消費者意見の反
映

(2)消費者教育の推進
・ライフステージに
応じた体系的な消費
者教育

・学習指導要領の改
訂の検討

・地域協議会の設置
支援

(3)消費者団体、事業
者・事業者団体等の
取組の支援・促進

・消費者団体の活動
支援

・消費者志向経営の
促進

(4)公正自由な競争の
促進と公共料金の適
正性の確保

(5)環境に配慮した消
費行動等の推進

(1)被害救済、苦情処
理、紛争解決の促進

・適格消費者団体の
資金の確保等の支
援の検討

・不当収益をはく奪
し、被害者を救済
する制度の検討

・商品・サービスに
応じたADR（裁判
外紛争処理）の活
用促進

(2)高度情報通信社会
の進展への対応

・パーソナルデータ
に関する制度見直
し

(3)グローバル化の進
展への対応

・国境を越えた取引
に関するトラブル
の相談体制の充実

・外国人からの消費
者相談に対応する
体制の充実

(1)国の組織体制の充
実・強化
・消費者庁、消費者

委員会、関係府省庁
等の体制充実と情報
共有・連携強化

・国民生活センター
による相談支援機能
の強化

（2)地方における体制
整備
・どこに住んでいて

も質の高い相談を受
けられる体制整備

・認知症の高齢者等
の見守りネットワー
ク等の促進

・消費生活相談員の
人材・処遇の確保

・「消費者ホットラ
イン」の３桁化（１
８８）による相談窓
口の認知度向上

第３期消費者基本計画は、消費者を取り巻く環境の変化や新たな課題等に対応した消費者政策を更に推進していく
ため、2015年度から2019年度までの５年間を対象とする計画です。

食品の安全性の確保や食品表示による適正な情報提供、消費者教育としての食品ロスの削減も、計画に位置付けら
れています。

図表３ 第３期消費者基本計画の主な内容
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政策の基盤② －消費者政策の推進体制３

消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことのできる社会の実現

消費者政策の推進体制では、消費者が主役となる社会を目指し、商品・サービスを通して消費生活を支え守る（公正な取
引の確保）、消費生活相談を通して消費者を支え守る（被害・トラブルの防止）、消費者を育てる（消費者教育の推進）観
点から、様々な機関と協力して取り組む体制を基本としています。国では、消費者庁が、情報の集約・分析に基づき迅速な
対応・発信を行う独立行政法人国民生活センターや、関係府省庁と連携し、政策の企画・調整、実施を担っています。

図表４ 消費者政策の推進体制（概要）

消費者庁 消費者
委員会

商品・サービスを通して
消費生活を支え守る 消費者を育てる

事業者
団体

適格
消費者
団体

地方公
共団体

学校

大学等

社会教
育施設

等
消費者
団体

被害・トラブルの防止
公正な取引

の確保
消費者教育

の推進

消費者事業者

消費生活相談を通して
消費者を支え守る

関係府省庁

消費
生活

センター

（独）国民生活
センター
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 消費生活センターを中核とした消費生活相談の仕組み

消費者

消費生活相談員
（全国に3,438人）

※消費生活センター：全国855か所
相談窓口：全国926窓口
（2018年４月１日現在）

（聴き取り内容）

・相談者に関する情報
・当事者に関する情報
・相談内容

全国の消費生活センターでは、商品やサービスなど消費生活全般に関する苦情や問合せなど、消費者からの相談を受け付
けています。消費生活相談員が状況を聴き取り、相談者の状況に応じて助言やあっせん（解決のための事業者との交渉のお
手伝い）をしています。消費生活センターが設置されていない市町村では、消費生活相談窓口で相談を受け付けています。
消費生活センターは、全国で855か所、消費生活相談員は3,438人（2018年４月１日現在）に上ります。

消費生活センターに寄せられる相談情報は、PIO-NETというシステムで収集・分析等を行う仕組みも整備されています。

事業者

PIO-NET

あっせん相談

助言
より適切な相談
機関がある場合

情報提供
・支援

PIO-NET：独立行政法人国民生活センターと消費生活センター等をオ
ンラインネットワークで結んだ「全国消費生活ネットワークシステム」
（Practical Living Information Online Network System）。消費者
から消費生活センター等に寄せられた相談情報が登録されている。

年間登録件数
約90万件

パイオ ネット

情
報
入
力

他機関紹介

（独）国民生活センター

消費生活センター等

自主交渉による解決
のための必要な情報

・方法等の助言

図表５ 消費生活相談の仕組み

（消費者ホットライン）
１８８
いやや！

・全国共通の３桁
の電話番号

・身近な消費生活
相談窓口を案内

消費者ホットライン１８８
イメージキャラクター イヤヤン
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図表６ 消費者安全法に定める消費者事故等の概念図

生命・身体分野
商品や施設、工作物等、又は役務によって生命・身体に被害が発生した事故（※１）又はそのおそれのある事態

注：事業者とは、商業、工業、金融業、その他の事業（国、地方公共団体、NPOを含む）を行う者をいう。
消費者とは、個人（事業を行う場合における個人を除く）をいう。

財産分野
消費者の利益を不当に害し、又は消費者の自主的・合理的な選択を阻害するおそれのある行為であって政令で定める

もの（※２）が事業者により行われた事態

消
費
者
事
故
等

• 有料サイトの利用料が未納となっているとして料金の支払を要求するもの
• 在宅ワークを応募した消費者に様々な名目で多額の金銭の支払を要求するもの
• 社債取引をめぐって、名義を貸したことは違法だとし、解決金の支払を要求するもの
• 国内では両替が困難な外国通貨について、必ず値上がりするとして購入させるもの

（例）
• バス、タクシー、鉄道、航空機

等の事故
• 医療事故
• レストランでの食中毒
• 学校での授業中の事故
• エステによる皮膚障害

（例）
• 駅やスーパーでのエレベーター

事故
• 公園遊具による事故
• 道路の陥没事故
• 菓子のおまけの玩具の誤飲事故

 事業のために提供又は利用に供
された物品・施設・工作物の利
用に伴い生じた事故等

 事業として又は事業のために提
供されたサービスの消費者に
よる使用等に伴い生じた事故等

 事業として供給された商品・
製品に伴い生じた事故等

※１ 商品等又は役務が消費安全性を欠くことにより生じたものではないことが明らかであるものを除く

※２ 虚偽又は誇大な広告・表示、不実告知、断定的判断の提供など
（例）

「消費生活」において生じた事故ではないもの「事業者」との関係がないもの （例）自然災害 （例）・労働災害
・公害

事業者との関係において生じた消費者の消費生活の安全を脅かす事故等

資料：消費者庁「平成30年版消費者白書」

 消費者安全法の規定に基づき消費者事故等に関する情報を集約
消費者安全法は、2009年５月に消費者庁関連３法*の一つとして成立し、同年９月、消費者庁の設置とともに施行されています。
これにより、消費者事故等の発生に関する情報が消費者庁に一元的に集約されるようになりました。

*消費者庁及び消費者委員会設置法、消費者庁及び消費者委員会設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律、消費者安全法

（例）
• 薬品による薬害事故
• 自動車の欠陥による事故
• 家電製品による発火
• 健康食品による健康被害



消費生活相談を通して消費者を支え守る４
－PIO-NETにみる消費生活相談状況

PIO-NETとは、独立行政法人国民生活センターと全国の消費生活センターをネットワークで結び、消費者から消
費生活センター等に寄せられる消費生活に関する相談情報の収集を行っているシステムです。生活に身近な相談情
報を収集することで、被害の未然防止や拡大防止に役立てることができます。

消費生活相談件数は、消費者庁設置後も90万件前後と依然として高水準で推移しています。

図４－１ 消費生活相談件数の推移
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図表７

１．PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年３月31日までの登録分）
２．2000～2006年度は、国民生活センター「消費生活年報2016」による「年度」データを集計。2007～2017年は「年」データを集計。
３．「架空請求」とは、身に覚えのない代金の請求に関するもの。2000年度から集計。
４．2007年以降は経由相談のうち「相談窓口」を除いた相談件数を集計。

「年度」データを収集 ← → 「年」データを収集

2009年
消費者庁設置

資料：消費者庁「平成30年度消費者白書」

うち、架空請求に関する相談

（万件）

（備考）
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2009年度 2017年度

 あらゆる世代の相談に対応 -契約当事者の世代別相談状況

契約当事者の世代別の相談状況をみると、あらゆる世代からの相談に対応していることが分かります。
消費者庁が設置された2009年度と比べて、2017年度では、50歳代以上で相談件数が増加しています。
また2017年度で、世代別の相談件数が最も多い70歳代以上の相談では、そのうち約25％が契約当事者とは別の人か
らの相談であることも分かります。

図表８ 契約当事者の世代別相談状況

資料：独立行政法人国民生活センター「消費生活年報2010，2018」を基に作成

（件）

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

不明

20歳未満

83,429 

142,764 

131,645 

105,448 

97,592 

80,721 

53,990 

18,826 

25,357 

23,149 

16,514 

14,241 

16,695 

40,982 

32,676 

050,000100,000150,000200,000

本人が相談 別の人が相談 無回答（未入力）

55,876 

83,874 

121,918 

134,564 

154,725 

140,125 

58,919 

10,597 

16,216 

10,688 

11,335 

12,879 

20,370 

47,944 

40,387 

0 50,000 100,000 150,000 200,000

本人が相談 別の人が相談 無回答（未入力）

27,425

108,995

166,155

148,385

119,872

114,484

122,045

92,072

16,570

72,342

94,848

133,649

147,915

175,749

188,906

（件）

106,902
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 世相を反映する相談内容 -上位商品・役務等相談件数の状況

2009年度 2017年度

（備考） １. 2015年度から商品別分類を変更したことなどにより、「デジタルコンテンツその他」「商品一般」「他の役務サービス」「修理サービス」「紳士・婦人洋服」「その他金融関連サービ
ス」については2014年度以前と2015年度以降での時系列の比較はできない（「商品・役務等」の名称が同じでも定義の変更により時系列での比較ができない）。

２. 表中の割合は年度別総件数を100として算出し、小数点以下第２位を四捨五入した値である。

消費者庁が設置された2009年度では、サラ金・フリーローンが最も多くなっています。2017年度では、商品一般や
デジタルコンテンツに関する相談が上位を占めており、その背景には、架空請求に関する相談が多いことが挙げられま
す。このように相談内容は、その時々の社会の状況を反映する内容となっています。

食品に関係するものでは、健康食品が2009年度の10位から2017年度で５位に上昇し、相談件数が増加しています。

順位 商品・役務等 件数 割合（％）

全体 899,433 100

1 サラ金・フリーンローン 92,815 10.3

2 アダルト情報サイト 55,092 6.1

3 デジタルコンテンツその他 51,389 5.7

4 商品一般 45,571 5.1

5 賃貸アパート・マンション 39,205 4.4

6 出会い系サイト 33,389 3.7

7 相談その他 16,205 1.8

8 四輪自動車 15,707 1.7

9 移動通信サービス 13,719 1.5

10 健康食品 13,123 1.5

11 新聞 12,296 1.4

12 生命保険 11,368 1.3

13 エステティックサービス 10,494 1.2

14 修理サービス 10,434 1.2

15 放送サービス 9,435 1.0

16 インターネット接続回線 8,948 1.0

17 分譲マンション 8,426 0.9

18 ふとん類 7,895 0.9

19 化粧品 7,812 0.9

20 クリーニング 7,626 0.8

順位 商品・役務等 件数 割合（％）

全体 936,881 100

1 商品一般 145,597 15.5

2 デジタルコンテンツその他 107,460 11.5

3 インターネット接続回線 33,492 3.6

4 賃貸アパート・マンション 31,828 3.4

5 健康食品 30,181 3.2

6 フリーローン・サラ金 25,575 2.7

7 アダルト情報サイト 25,304 2.7

8 移動通信サービス 23,846 2.5

9 化粧品 15,957 1.7

10 放送サービス 15,382 1.6

11 相談その他 13,443 1.4

12 四輪自動車 13,109 1.4

13 修理サービス 12,112 1.3

14 他の役務サービス 11,462 1.2

15 紳士・婦人洋服 11,410 1.2

16 新聞 9,378 1.0

17 エステティックサービス 8,652 0.9

18 出会い系サイト 8,640 0.9

19 その他金融関連サービス 7,345 0.8

20 携帯電話 6,951 0.7

図表９ 上位商品・役務等相談件数の状況

資料：独立行政法人国民生活センター「消費生活年報2010，2018」を基に作成
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 相談の販売購入形態では通信通販がトップ
消費生活相談の販売購入形態別割合の推移では、「店舗販売」が減少する一方、「通信販売」が増加しています。

2013年度に通信販売が店舗販売を上回って以降、2017年度でも通信販売がトップになっています。
健康食品等を通信販売で購入する場合、お試し購入のつもりが定期購入の契約になっていて、購入後にトラブルに

なるケースが増えています。

（備考）１. 図中の割合は年度別総件数を100として算出し、小数点以下第２位を四捨五入した値である。
２. 「訪問販売」には、「家庭訪販」「アポイントメントセールス」「ＳＦ商法」「キャッチセールス」などが含まれる。
３. 2013年２月21日以降、特定商取引法改正により「訪問購入」を販売購入形態の項目として新設した。

（％）

36.7 36.4

32.8 31.6

29.8
28.3 28.2 27.3

24.2
27.7 27.2

30.4 29.8

30.2
33.6 34.9

36.5
33.7

10.7 10.9 10.9 10.6

9.6

9.3 9.2 9.1 8.3

5.4
7.1 7.9

9.3

10.9

9.5
8.6 7.8

6.2

16.5 15.8 15.7 16.0 16.1 16.2 16.0 16.0

24.5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
店舗購入 通信販売 訪問販売 電話勧誘販売 マルチ取引
ネガティブオプション 訪問購入 その他無店舗販売 不明・無関係

図表10 販売購入形態別相談割合の推移

資料：独立行政法人国民生活センター「消費生活年報2018」を基に作成

（年度）
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PIO-NETでは、全国の消費生活センター等から寄せられる商品・役務・設備に関連したけが、病気等の疾病を受け
た情報（危害情報）や、危害を受けたわけではないがそのおそれのある情報（危険情報）を収集しています。

危害情報は、 2011年度以降１万件を超えています。2017年度における商品別分類の件数では食料品が最も多く、
商品・役務等の件数では健康食品が最も多くなっています。

 危害情報も収集 ー商品・役務等で最も件数が多いのは健康食品

図表11 危害・危険情報の収集件数の推移

（注）2018年５月末日までの登録分

図表12 危害情報の商品別分類の件数
（上位３位）2017年度

図表13 危害情報の商品・役務等別の件数
（上位５位）2017年度

資料：独立行政法人国民生活センター「消費生活年報2018」を基に作成

8,292 8,665 
11,547 10,595 

13,659 
11,539 10,700 11,675 11,265 

3,635 
4,153 

3,712 
4,164 

6,889 

5,178 
4,506 3,583 

3,251 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

危険情報

危害情報

（件）
商品別分類 件数 割合（％） 主な商品・役務等

食料品 3,022 26.8
健康食品（1,847）、飲料（348）、調理食
品（244）、菓子類（152）、パン類（48）

保健・福祉サービス 2,634 23.4
医療サービス（800）、エステティックサー
ビス（446）、歯科治療（325）、美容院
（246）、他の医療サービス（189)

保健衛生品 2,227 19.8
化粧品（1,577）、医薬品類（117）、他の
保健衛生用品（87）、家庭用電気治療器
具（84）、メガネ・コンタクトレンズ（71）

（年度）

商品・役務等 件数 割合（％）

1 健康食品 1,847 16.4

2 化粧品 1577 14.0

3 医療サービス 800 7.1

4 エステティックサービス 446 4.0

5 外食 390 3.5
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消費者教育の推進 －消費者の自立支援とよりよい社会へ
消費者教育を総合的・一体的に推進するため、2012年に消費者教育の推進に関する法律（消費者教育推進法）が施

行されました。消費者被害に遭わないための消費者教育にとどまらず、自らの消費行動が公正で持続可能な社会づく
りに影響することを自覚して、積極的に行動できる消費者の育成を目指す内容が盛り込まれています。

この法律の下、政府（消費者庁、文部科学省）は、基本的な方針を策定します。この方針に基づき推進することで
誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受ける機会の提供を図り、自立した消費者
を育成し、消費者市民社会＊の形成を目指します。

図表14 消費者教育の推進（概要）

国民の消費生活の安定及び向上

消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことのできる社会の実現

消費者教育推進法
（消費者教育の推進の意義及び基本的な方向、推進内容等を定めた法律）

自立した消費者の育成 消費者市民社会の形成

消費者教育の推進に関する基本的な方針に基づき、総合的・一体的に推進
他の消費生活
に関する教育
（環境・食
育・国際理解
等）との連携
推進

様々な主体と
の連携・協働

*消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代に
わたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極
的に参画する社会

５

誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受ける機会の提供
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よりよい市場とよりよい社会へ

社会の消費者力の向上

よりよい消費生活へ

②商品等の安全

③生活の管理と契約

④情報とメディア

 持続可能な社会の必要性に気付き、その実現に向け
て多くの人々と協力して取り組むことができる力

 消費者が、個々の消費者の特性や消費生活の多様性
を相互に尊重しつつ、主体的に社会参画することの
重要性を理解し、他者と協働して消費生活に関連す
る諸課題の解決のために行動できる力

 自らの消費が環境、経済、社会及び文化等の
幅広い分野において、他者に影響を及ぼし得
るものであることを理解し、適切な商品やサ
ービスを選択できる力

 商品等やサービスの情報収集に努め、内在す
る危険を予見し、安全性に関する表示等を確
認し、危険を回避できる力

 商品等やサービスによる事故・危害が生じた際に、
事業者に対して補償や改善、再発防止を求めて適切
な行動をとることができる力

 適切な情報収集と選択による、将来を見通し
た意思決定に基づき、自らの生活の管理と健
全な家計運営をすることができる力

 契約締結による権利や義務を明確に理解でき、違
法・不公正な取引や勧誘に気付き、トラブルの回
避や事業者等に対して補償、改善、再発防止を求
めて適切な行動をとることができる力

 高度情報化社会における情報や通信技術の重
要性を理解し、情報の収集・発信により消費
生活の向上に役立てることができる力

 情報、メディアを批判的に吟味して適切な行動をと
るとともに、個人情報管理や知的財産保護等、様々
な情報を読み解く力を身に付け、活用できる力

育んだ力を
自らの生活で発揮 育んだ力を

社会生活で発揮

消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことのできる社会の実現

幼児期から高齢期までの
各段階に応じて体系的に実施

様々な場（学校、地域、家庭、職域等）
の特性に応じた効果的な方法で実施

消費者教育で育む力

 消費者教育の目指す方向と育む力
消費者教育では、①消費者市民社会の構築②商品等の安全③生活の管理と契約④情報とメディアの４つの領域で必要

な力を育みます。そうして育んだ力を自らの生活で、そして社会生活で発揮することで、消費者一人一人の豊かな生活
の実現と公正で持続可能な社会の形成を目指します。

消費者一人一人の豊かな生活の実現 公正で持続可能な社会の形成

日常生活での実践的能力の育成

消費者教育の総合的かつ一体的な推進

図表15 消費者教育で育む力と目指す方向

〈 重 点 領 域 〉
①消費者市民社会の

構築
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幼児期 小学生期 中学生期 高校生期 成人期
特に若者 成人一般 特に高齢者

各期の特徴 様々な気づきの体験を
通じて、家族や身の回
りの物事に関心をもち、
それを取り入れる時期

主体的な行動、社会や
環境への興味を通して、
消費者としての素地の
形成が望まれる時期

行動の範囲が広がり、
権利と責任を理解し、
トラブル解決方法の
理解が望まれる時期

生涯を見通した生活の管
理や計画の重要性、社会
的責任を理解し、主体的
な判断が望まれる時期

生活において自立を進
め、消費生活のスタイ
ルや価値観を確立し自
らの行動を始める時期

精神的、経済的に自立
し、消費者市民社会の
構築に、様々な人々と
協働し取り組む時期

周囲の支援を受けつつも
人生での豊富な経験や
知識を消費者市民社会
構築に活かす時期

消
費
者
市
民
社
会
の
構
築

商
品
等
の
安
全

生
活
の
管
理
と
契
約

情
報
と
メ
デ
ィ
ア

トラブル対応
能力

商品安全の理
解と危険を回
避する能力

選択し、契約す
ることへの理解
と考える態度

生活を設計・
管理する能力

情報の収集・処
理・発信能力

消費生活情報
に対する批判
的思考力

情報社会のル
ールや情報モ
ラルの理解

消費がもつ
影響力の理解

持続可能な
消費の実践

消費者の参画
・協働

困ったことがあったら
身近な人に伝えよう

くらしの中の危険や、
ものの安全な使い方に
気づこう

約束やきまりを守ろう

欲しいものがあったと
きは、よく考え、時に
は我慢することをおぼ
えよう

支え合いながらトラブ
ル解決の法律や制度、
相談機関を利用しよう

安全で危険の少ないく
らしの大切さを伝え合
おう

生活環境の変化に対応
し支え合いながら生活
を管理しよう

契約トラブルに遭遇し
ない暮らしの知恵を伝
え合おう

身の回りの情報から「
なぜ」「どうして」を
考えよう

支え合いながら情報と
情報技術を適切に利用
しよう

支え合いながら、トラ
ブルが少なく、情報モ
ラルが守られる情報社
会をつくろう

支え合いながら消費生
活情報を上手に取り入
れよう

消費者の行動が環境、
経済、社会に与える影
響に配慮することの大
切さを伝え合おう

支え合いながら協働し
て消費者問題その他の
社会課題を解決し、公
正な社会をつくろう

持続可能な社会に役立
つライフスタイルにつ
いて伝え合おう

身の回りのさまざまな
情報に気づこう

身の回りのものを大切
にしよう

協力することの大切さ
を知ろう

自分や家族を大切にし
よう

おつかいや買い物に関
心を持とう

トラブル解決の法律や
制度、相談機関を利用
しやすい社会をつくろ
う

安全で危険の少ないく
らしと消費社会をつく
ろう

経済社会の変化に対応
し、生涯を見通した計
画的なくらしをしよう

契約とそのルールを理
解し、くらしに活かそ
う

情報と情報技術を適切
に利用するくらしをし
よう

トラブルが少なく，情
報モラルが守られる情
報社会をつくろう

消費生活情報を主体的
に評価して行動しよう

生産・流通・消費・廃
棄が環境、経済、社会
に与える影響に配慮し
て行動しよう

地域や職場で協働して
消費者問題その他の社
会課題を解決し、公正
な社会をつくろう

持続可能な社会を目指
したライフスタイルを
実践しよう

トラブル解決の法律や
制度、相談機関を利用
する習慣を付けよう

安全で危険の少ないく
らし方をする習慣を付
けよう

生涯を見通した計画的
なくらしを目指して、
生活設計・管理を実践
しよう

契約の内容・ルールを
理解し、よく確認して
契約する習慣を付けよ
う

情報と情報技術を適切
に利用する習慣を身に
付けよう

情報社会のルールや情
報モラルを守る習慣を
付けよう

消費生活情報を主体的
に吟味する習慣を付け
よう

生産・流通・消費・廃
棄が環境、経済、社会
に与える影響を考える
習慣を身に付けよう

消費者問題その他の社
会課題の解決や、公正
な社会の形成に向けた
行動の場を広げよう

持続可能な社会を目指
したライフスタイルを
探そう

トラブル解決の法律や制
度、相談機関の利用法を
知ろう

安全で危険の少ないくら
しと消費社会を目指すこ
との大切さを理解しよう

主体的に生活設計を立て
てみよう
生涯を見通した生活経済
の管理や計画を考えよう

適切な意思決定に基づい
て行動しよう
契約とそのルールの活用
について理解しよう

情報と情報技術の適切な
利用法や、国内だけでな
く国際社会との関係を考
えよう

望ましい情報社会のあり
方や、情報モラル、セキ
ュリティについて考えよ
う

消費生活情報を評価、選
択の方法について学び、
社会との関連を理解しよ
う

生産・流通・消費・廃棄
が環境、経済や社会に与
える影響を考えよう

身近な消費者問題及び社会
課題の解決や、公正な社会
の形成に協働して取り組む
ことの重要性を理解しよう

持続可能な社会を目指し
て、ライフスタイルを考
えよう

販売方法の特徴を知り
、トラブル解決の法律
や制度、相談機関を知
ろう

危険を回避し、物を安
全に使う手段を知り、
使おう

消費に関する生活管理
の技能を活用しよう
買い物や貯金を計画的
にしよう

商品を適切に選択すると
ともに、契約とそのルー
ルを知り，よりよい契約
の仕方を考えよう

消費生活に関する情報
の収集と発信の技能を
身に付けよう

著作権や発信した情報
への責任を知ろう

消費生活情報の評価、
選択の方法について学
び、意思決定の大切さ
知ろう

消費者の行動が環境や
経済に与える影響を考
えよう

身近な消費者問題及び
社会課題の解決や、公
正な社会の形成につい
て考えよう

消費生活が環境に与え
る影響を考え、環境に
配慮した生活を実践し
よう

困ったことがあったら
身近な人に相談しよう

危険を回避し、物を安
全に使う手がかりを知
ろう

物や金銭の大切さに気づ
き、計画的な使い方を考
えよう
お小遣いを考えて使おう

物の選び方、買い方を
考え適切に購入しよう
約束やきまりの大切さ
を知り、考えよう

消費に関する情報の集
め方や活用の仕方を知
ろう

自分や知人の個人情報
を守るなど、情報モラ
ルを知ろう

消費生活情報の目的や
特徴、選択の大切さを
知ろう

消費をめぐる物と金銭
の流れを考えよう

身近な消費者問題に目
を向けよう

自分の生活と身近な環
境とのかかわりに気づ
き、物の使い方などを
工夫しよう

重点領域

※本イメージマップで示す内容は、学校、家庭、地域における学習内容について体系的に組み立て、理解を進めやすいように整理したものであり、学習指導要領との対応関係を示すものではありません。

 消費者教育の体系イメージマップ
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 若年者の自立を支援する消費者教育の推進
民法の成年年齢の引下げに伴う消費者被害の発生・拡大を防止するため、若年者の自立を支援する消費者教育の推進

に取り組んでいます。
具体的には、関係省庁（消費者庁、文部科学省、法務省、金融庁）が連携し、2018 年度から2020 年度までを集中

強化期間とする「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」を推進しています。2020年度までに
全ての高校で高校生向け消費者教育教材「社会への扉」を活用した授業の実施を目指すなど、実践的な消費者教育を推
進しています。
図表16 民法の成年年齢の引下げ＊に対応した消費者被害の拡大防止のための施策（概要）

＊成年年齢を引き下げる民法の改正は、2018年６月20日公布（2022年４月施行予定）

 高等学校等における消費者教育の推進
• 学習指導要領の徹底
• 消費者教育教材の開発、手法の高度化
• 実務経験者の学校教育現場での活用
• 教員の養成・研修

 大学等における消費者教育の推進
• 大学等と消費生活センターとの連携等に

関する情報提供等の実施
• 大学等と消費生活センターとの連携支援

・出前講座の実施
• 大学における講義実施等を通じた正しい

金融知識の普及 その他、地方公共団体での消費者教育の推進

「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」
（2018年２月20日 若年者への消費者教育の推進に関する

４省庁関係局長連絡会議決定） 関係省庁間の
連携の促進

法務省

文部科学省
消費者庁

金融庁2018 年度から2020 年度までの３年間が集中強化期間

若年者への実践的な消費者教育を推進 全ての都道府県の全高
校で「社会への扉」を
活用した授業が実施さ
れること
全都道府県に消費者教
育コーディネーターが
配置されること
を目指す

消費者被害の防止 自立した消費者の育成若年者

2020年度までに



選択・購入
廃棄・
再利用

自 然

文 化

社会経済

市場・
食品加工場

食料品店

地域・環境

家庭

農場・漁場・畜産場

学校・職場・
飲食店等

食事づくり

食べる

外国市場
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我が国では、様々な種類の食材が多様な形で加工・提供されています。食料を海外に大きく依存している状況にありなが
ら、まだ食べられる食べ物が大量に廃棄されています。食べ物をどう選び、どう食べるかという日々の消費生活の実践は、
個人の健全な心身を培い、豊かな人間性を育むだけではなく、健康長寿社会や持続可能な社会の実現につながります。

生産から消費までの食べ物の循環を意識し、健康な生活や環境に配慮した適切な「食」の選択が行えるよう、食品に関す
る消費者教育として食育の推進に取り組んでいます。 具体的な取組としては、①栄養成分表示を活用した消費者教育の推
進、②食品の安全性に関する情報提供の推進、③食品ロス削減に向けた国民運動の推進があります。

図表17 消費者庁における食育の推進

③食品ロス削減に
向けた国民運動の推進

②食品の安全性に関する情報提供の推進

①栄養成分表示を活用
した消費者教育の推進

食べ物の循環
（生産から消費まで）

健康長寿
社会の
実現

持続可能
な社会の

実現

 関係府省庁と連携し、食品の安全性に関する意見交換会を全国各地で開催。
 食品安全の問題について消費者の目線で分かりやすい情報提供を推進。

 主要な栄養成分の表示
を義務化するなど、表
示を通して健康づくり
に役立つ情報提供を推
進する体制を整備。

 栄養成分表示を活用し
た消費者教育の推進に
向け、普及啓発や調査
事業を実施。

 我が国では、年間600
万トンを超える食品ロ
スが発生しており、そ
の削減に向け、多様な
主体による取組を推進。

 食品ロス削減の国民運
動の推進を、消費者基
本法に基づく消費者基
本計画に位置付け、関
係省庁による取組を推
進。

食品に関する消費者教育の推進ー食育の推進６
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食品表示法

 栄養成分表示を活用した消費者教育の推進
 主要な栄養成分の表示を義務化するなど、表示を通して健康づくりに役立つ情報提供を推進する体制を整備。
 栄養成分表示を活用した消費者教育の推進に向け、普及啓発や調査事業を実施。

図表18 栄養成分表示を活用した消費者教育の推進

国民の食生活の安定及び向上

消費者が安心して安全で豊かな食生活を営むことのできる社会の実現

消費者と事業者の協働、さらに消費者同士・事業者同士の交流を通して、
栄養成分表示を活用した健康づくりと社会づくりを推進

消費者の健康の保護及び増進 自主的かつ合理的な食品選択が
できる社会づくり

栄養成分の量が
分かる

各人の状況に応じ
た食品選択ができ
る

食品の栄養的特性を
開示できる

食品選択に関する
消費者特性が分かる

栄養成分表示
100ｇ当たり

熱量
たんぱく質
脂質
炭水化物
食塩相当量

○kcal
○ｇ
○ｇ
○ｇ
○ｇ

事業者

消費者志向経営をベースに
したネットワークづくり・

積極的な情報発信

それぞれの地域や大学など
で伝え合える仕組みづくり
・積極的な情報発信

消費者教育の推進に関する法律 食育基本法
消費者基本法

栄養成分表示を活用した消費者教育の推進栄養成分表示の義務化

消費者
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リスク管理

 食品の安全性に関する情報提供の推進
関係府省庁と連携し、食品の安全性に関する意見交換会を全国各地で開催。
食品安全の問題について消費者の目線で分かりやすい情報提供を推進。

図表19 食品の安全を守る仕組み（リスクアナリシス）

リスク評価
食べても安全かどうか

調べて、決める

食品安全委員会 厚生労働省、農林水産省
消費者庁、環境省等

食べても安全なように
ルールを決めて、監視する

リスクコミュニケーション

各府省庁が独自に又は連携して実施

関係者の間で相互に情報の
共有や意見の交換を行う

正確な情報に基づいた、
自主的かつ合理的な消費

行動の拡大

全国各地での意見交換会等の実施

・全国の地方公共団体等と連携し、計917回以上
の意見交換会を開催。

・特に、食品中の放射性物質をテーマに、計825
回以上、福島県内外で実施。

・近年は、健康食品や食品安全の考え方等の
テーマにも積極的に取り組んでいる。

（数字は2011年から2018年11月末までの実施回数）

多様な主体によるリスク
コミュニケーションの推進

・意見交換会等の参加が少ない消費者層に
も提供するため、一般企業が主催する親
子参加型のイベントに出展。

・一般の方向けの工場見学に、専門家や行
政の講義等を合わせることにより、
「見て、聞いて、考える」機会を提供。

・大学での講義や科学館のイベントの共催。

正確な情報発信のための教材制作

・放射性物質や健康食品に関する科学的な情報
をＱ＆Ａ形式にした「食品と放射能Ｑ＆Ａ」
「健康食品Ｑ＆Ａ」等を作成し、研修や意見
交換会等で教材として使用。

・消費者が、知りたい項目から詳細な情報を探
すことができるポータルサイトとして「食品
安全に関する総合情報サイト」を消費者庁
ウェブサイト上に作成。

消費者が安心して安全で豊かな食生活を営むことのできる社会の実現

消 費 者
生産者 事業者 行政



• 飲食店等における「食べ残し」対策に取り組むに当たっ
ての留意事項について、外食関係団体や地方公共団体へ
周知（2017年５月）

• 地方公共団体における災害時用備蓄食料の有効活用につ
いて、検討するよう通知で依頼（2018年１月）

 食品ロス削減の国民運動の推進を、消費者基本計
画に位置づけ、関係省庁と連携した取組を推進

 消費者の食品ロス削減に関する意識調査の実施

〈啓発用パンフレット（基礎編・応用編）〉

• 消費者庁ウェブサイトでは、実施した事業や調査の結果、地方公
共団体のほか、民間や生徒・学生による取組事例、特集テーマに
関する情報を掲載

 ウェブサイトやパンフレット等を活用した情報発信

 地方公共団体における食品ロス削減の取組状況
の取りまとめ及び事例紹介

 食品ロス削減に向けた国民運動の推進
 我が国では、年間600万トンを超える食品ロスが発生しており、その削減に向け、多様な主体による取組を推進。
 食品ロス削減の国民運動の推進を、消費者基本法に基づく消費者基本計画に位置づけ、関係省庁による取組を推進。

我が国の食品ロスの状況
事業系357万トン
家庭系289万トン

学校
大学等

事業者

地方公共
団体

文部科学省

経済産業省

農林水産省

環境省

消費者

関係団体

• 食品ロス量は年間646万トン（2015年度推計）
≒国連世界食糧計画（WFP）による食糧援助量

（約380万トン）の1.7倍

• 年間１人当たりの食品ロス量は51kg
≒年間1人当たりの米の消費量（約54kg)に相当

2015年度 2017年度
都道府県 63.8％ → 100.0％
指定都市 95.0％ → 100.0％
市区町村 10.9％ → 43.5％

食品ロス削減の取組状況

消費者庁の取組

持続可能な社会の実現

多様な主体が連携
し、国民運動とし
て食品ロスの削減
を推進

• 料理レシピサイト クックパッドで、地方公共団体等から寄せられ
た「食材を無駄にしないレシピ」の発信（500レシピ以上を紹介）

〈徳島県での実証事業の結果
を踏まえた啓発資材の作成〉

消費者庁

図表20 食品ロス削減に向けた国民運動の推進

21
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 庁内横断的な食育の推進ー「健康と環境に配慮した適量のすすめ」

適量のすすめ

食品ロスを減らす肥満とやせを防ぐ

栄養成分表示を使って もったいないを意識して

食品の選択・消費に関して、栄養成分表
示を使って肥満とやせを防ぐこと、もった
いないを意識して食品ロスを減らすことを
中心に、実践の際に注意すべき食品安全の
ポイントについても言及した、新たな啓発
資材を作成（2018年８月）。

適量のすすめ

健康と環境に
配慮した

食品をどう選ぶかは、私たちの消費
生活での重要な課題。

 健康に配慮した適量のすすめ
→ 適量を選び、食べることで、
肥満とやせを防ぐことができます

 環境に配慮した適量のすすめ
→ 適量を選び、食べきることで、
食品ロスを減らすことができます

 適量とともに、食品の安全にも注意！
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持続可能な開発目標(SDGs)の推進と消費者政策

景品表示法の普及
啓発・厳正な運用、
食品表示による適正
な情報提供・関係法
令の厳正な運用など
に取り組んでいま
す。

高齢化、情報化の
進展など消費者を取
り巻く環境の変化を
踏まえ、取引の適正
化に向けた対応を図
っています。

エシカル消費の普
及啓発を始め、ライ
フステージに応じた
体系的な消費者教育
の推進を図るととも
に、食品ロスの削減
、消費者志向経営の
推進などに取り組ん
でいます。

消費者の被害救済
のための体制の充実
を図るとともに、高
度情報通信社会やグ
ローバル化の進展に
対応した消費者利益
の擁護・増進を図っ
ています。

消費者庁が消費者
行政の司令塔の役割
を果たすとともに、
どこに住んでいても
質の高い相談を受け
られる体制整備や高
齢者等の見守りネッ
トワークの構築に取
り組んでいます。

2015 年９月に国連の持続可能な開発サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」は、経済・社会・環境を
めぐる広範な課題について、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」世界の実現を目指す国際目標です。

消費者庁は、この国際目標の達成に寄与するため、安全・安心で豊かに暮らすことができる社会を実現するという使命の
下、消費者基本計画に基づき、様々な施策を推進しています。

事故の未然防止、
発生時の拡大防止な
ど消費者の安全の確
保に向けて、消費者
事故の情報収集・公
表や消費者への注意
喚起に取り組んでい
ます。

〈関連するSDGs〉 〈関連するSDGs〉 〈関連するSDGs〉 〈関連するSDGs〉 〈関連するSDGs〉 〈関連するSDGs〉

７

①消費者の安全の確保 ②表示の充実と信頼の
確保 ③適正な取引の実現

④消費者が主役となって
選択・行動できる社会
の形成

⑤消費者の被害救済、
利益保護の枠組みの
整備

⑥国や地方の消費者行
政の体制整備

消費者基本計画における主な施策
図表21 消費者基本計画における主な施策と関連するSDGs
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